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  　実質ＧＤＰ成長率の推移

（資料出所）内閣府「国民経済計算」
（注）実質ＧＤＰ成長率は、1981～1994年は「平成7年基準（93SNA)」固定基準年方式、1995 ～2006年は「平成12年基準（93SNA）」連鎖方式による。

（年度）

2.8

1.6

3.1

5.1

3.0

3.8

5.2

3.4

1.0

0.2

-2.0

2.2

-0.1

2.9

1.1

2.0
1.6

1.4

2.7

1.9

0.3
0.2

2.9
2.7

5.3

6.8

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

1981 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06

(%)

（年）

2006年の実質ＧＤＰ成長率は、2.2％となり、2000年（2.9％)より、引き続き経済成長が続いている。

経済成長率の推移

Ⅰ　一般経済の動きと雇用情勢
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（資料出所）内閣府「国民経済計算」、総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」を基に算出
（注）１　マンアワーベースの労働生産性は実質ＧＤＰを就業者数と総労働時間数で除したもの。
　　　２　実質ＧＤＰについては、1955～1980年は「平成2年基準（68SNA)」固定基準年方式、1981～1994年は「平成7年基準（93SNA）固定基準年方式、
　　　　　1995～2006年は「平成12年基準（93SNA)」連鎖方式による。

（％）

労働生産性上昇率の推移を見ると、上昇率は長期的にみると低下傾向で推移している。

1．0

労働生産性上昇率の推移

(年）
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(備考）
１．ＯＥＣＤ"Productivity Database”（2006年9月）により作成。労働生産性は、ＧＤＰ（付加価値）を労働投入量
　　（就業者数×労働時間）で除したもの。
２．右図は、2005年の労働生産性の水準（日本：米国＝71：100）をもとに日本、米国それぞれについて同データベースから得られる
     労働生産性の伸び率で遡及して算出した。

労働生産性水準の国際比較（2005年）
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労働生産性の国際比較（経済財政諮問会議内閣府提出資料　平成19年4月6日）

○日本の労働生産性は、２００５年現在、主要先進国の中でも最低水準。
○米国とのギャップは90年代半ばにかけて縮小するも、90年代後半以降、
　 米国の加速により、米国の７割程度の水準にとどまる。
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（資料出所）　財務省「法人企業統計調査」
（注）シャドー部分は景気後退期。
（出典）厚生労働省「労働経済の分析（平成19年版）」
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労働分配率はバブル崩壊後に大きく上昇し、その後も経済の低成長の下で高水準で推移してきた。
2001年度以降低下し、2004年度には69．8％となったが、2005年度には70．0％とやや上昇した。

労働分配率の推移
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（資料出所）　財務省「法人企業統計調査」
（注）　経常利益＝営業利益＋（営業外収益－営業外費用）。営業外収益は、受取利息、受取配当金、有価証券売却益等を含み、
　　　　営業外費用は、支払利息、有価証券売却損、有価証券評価損等を含む。
（出典）　厚生労働省「労働経済の分析（平成19年版）」

売上高経常利益率

売上高営業利益率

（年）

売上高営業利益率・売上高経常利益率の推移

1980年代末から1990年代前半にかけて大きく低下したが、近年は急速な上昇傾向がみられる。
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完全失業率と有効求人倍率の動向
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過去最低　0.46倍
11年5,6月

直近の底
0.50倍
14年1月

19年6月の
有効求人倍率

1.07倍

（資料出所）総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」
（注）１　シャドー部分は景気後退期
　　　２　完全失業者数は原数値

現下の雇用失業情勢は、厳しさが残るものの、改善が進んでいる。
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完全失業率
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完全失業者数

 241万人
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   過去最高　5.5％
     14年6月,8月
     15年4月
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完全失業率(右目盛）

完全失業者数
過去最高　385万人
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常用労働者

パートタイム

（％ポイント（「不足」－「過剰」））

（資料出所）　厚生労働省「労働経済動向調査」
（注）１　常用労働者とは、雇用期間を定めないで雇用される者をいい、パートタイムを除く。ただし、派遣労働者は含まれない。
　　　２　パートタイムとは、１日の所定労働時間又は１週間の所定労働日数が当該事業所の一般労働者のそれより短い者をいう。
　　　３　グラフのシャドー部分は景気後退期。
（出典）　厚生労働省「労働経済の分析（平成19年版）」

労働者過不足判断D.I.の推移

1993年5月調査以降、パートタイム労働者の不足感が常用労働者の不足感を上回っていた
が、2007年2月調査では常用労働者の不足感がパートタイム労働者の不足感を上回った。
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人口ピラミッドの変化（2005，2030，2055） - 平成18年中位推計 -
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75歳～
1,164( 9%)

65～74歳
1,412(11%)

20～64歳
7,783(61%)

～19歳
2,418(19%)

総人口
1億2,777万人

総人口
1億1,522万人

総人口
8,993万人

75歳～
2,266(20%)

75歳～
2,387(27%)

65～74歳
1,401(12%)

65～74歳
1,260(14%)

20～64歳
6,305(55%)

20～64歳
4,290(48%)

～19歳
1,550(13%)

～19歳
1,057(12%)

万人 万人 万人

歳
歳 歳

2007年～
生まれ

2007年～
生まれ

65歳～人口

20～64歳人口

１人
３．０人

今後の出生率の
動向により変化

今後の出生率の
動向により変化

１人
１．７人

１人
１．２人

（資料出所） 2005年は総務省統計局「国勢調査」（年齢不詳按分人口）、2030年、2055年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2006年12月）」（中位推計）。

１ 人口構成の変化

Ⅱ 社会の変化について
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団塊の世代の高齢化

（資料出所）2000年は総務省統計局「国勢調査」、2007年、2012年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2006年12月）」（中位推計）による。
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団塊の世代（1947年～1949年生まれ）は、2007年に60歳に、2012年に65歳に到達する見込みである。

（歳）

9



労働力人口の見通し

2004年 2015年 2030年

労働市場への参加
が進まないケース

労働市場への参加
が進まないケース

労働市場への参加
が進むケース

労働市場への参加
が進むケース

仕事と家庭の両立支援
（女性への就業支援）
→約１７０万人増
（うち女性１３０万人増）

若者への就業支援
→約８０万人増

高齢者への就業支援
→約７０万人増

若者への就業支援
→約１３０万人増

約１，０５０万人減

960

4,292

1,389

1,133

4,232

1,170

1,002

3,624

971

1,077

3,933

1,100

(6,642万人) (6,237万人) (6,535万人) (6,109万人)(5,597万人)
約５３０万人減

(12,769万人） (12,627万人） （11,758万人）

６０歳
以上

３０歳～
５９歳

１５歳～
２９歳

高齢者への就業支援
→約５０万人増

仕事と家庭の両立支援
（女性への就業支援）
→約３１０万人増
（うち女性２７０万人増）

約１１０万人減約４１０万人減
各種対策により
約５１０万人増

（資料出所）総人口については、2004年は総務省統計局「人口推計」、2015年、2030年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」(2002年1月推計）による。
労働力人口については、2004年は総務省統計局「労働力調査」、2015年、2030年は雇用政策研究会(厚生労働省職業安定局長の研究会)の推計(2005年7月)による。

（注）１ 「労働市場への参加が進むケース」とは、各種施策を講じることにより、より多くの者が働くことが可能となったと仮定したケース。
２ なお、新人口推計（2006年12月）に基づく2030年の労働力人口のごく粗い見通しは、上記の見通しに比べ約100万人程度減少し、約6000万人程度。

1,079

1,089

4,070

各種対策により
約３００万人増

労働力人口

総人口

人口減少下において、若者、女性、高齢者など全ての人の意欲と能力が最大限発揮できるような環境整備に努めること
により、より多くの国民の就業参加の実現を図ることが重要。
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金融・保険業、
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飲食店

運輸・通信業

製造業

建設業

農業、林業、漁業

（資料出所）総務省統計局「国勢調査」

（年）

サービス業

公務、その他

産業別就業者の割合の推移

　産業別に就業者の割合の推移をみると、「農業、林業、漁業」と「製造業」が低下傾向に
ある一方、「サービス業」等が上昇傾向にある。

２　雇用形態の多様化と二極化の動き
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正規雇用者とパート、派遣、契約社員等の推移

前年同期差 前年同期差

構成比 構成比

2002年 3,489 70.6% － 1,451 29.4% －

１～3月 3,486 71.3% - 1,406 28.7% -

4～６月 3,529 71.5% - 1,407 28.5% -

７～９月 3,495 70.2% - 1,483 29.8% -

10～12月 3,445 69.5% - 1,510 30.5% -

2003年 3,444 69.6% ▲ 45 1,504 30.4% 53

１～3月 3,444 69.7% ▲ 42 1,496 30.3% 90

4～６月 3,445 69.9% ▲ 84 1,483 30.1% 76

７～９月 3,480 69.8% ▲ 15 1,508 30.2% 25

10～12月 3,407 69.0% ▲ 38 1,528 31.0% 18

2004年 3,410 68.6% ▲ 34 1,564 31.4% 60

１～3月 3,380 68.5% ▲ 64 1,555 31.5% 59

4～６月 3,433 68.8% ▲ 12 1,554 31.2% 71

７～９月 3,404 68.5% ▲ 76 1,563 31.5% 55

10～12月 3,425 68.4% 18 1,585 31.6% 57

2005年 3,374 67.4% ▲ 36 1,633 32.6% 69

１～3月 3,333 67.7% ▲ 47 1,591 32.3% 36

4～６月 3,408 67.7% ▲ 25 1,624 32.3% 70

７～９月 3,372 67.1% ▲ 32 1,650 32.9% 87

10～12月 3,384 67.0% ▲ 41 1,669 33.0% 84

2006年 3,411 67.0% 37 1,677 33.0% 44

１～3月 3,340 66.8% 7 1,663 33.2% 72

4～６月 3,454 67.7% 46 1,647 32.3% 23

７～９月 3,408 66.6% 36 1,707 33.4% 57

10～12月 3,443 67.1% 59 1,691 32.9% 22

2007年 - - - - - -

１～３月 3,393 66.3% 53 1,726 33.7% 63

（資料出所）　総務省統計局　「労働力調査（詳細結果）」

（注）　パート､派遣､契約社員等は、「パート・アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員・嘱託」「その他」の合計。

正規雇用者 パート､派遣､契約社員等

（単位：万人）

○　正規雇用者数は、近年減少傾向で推移してきたが、2006年以降増加している。
○　一方、パート、派遣、契約社員等は、ほぼ一貫して増加。2006年には、概ね３人に
　　1人がパート、派遣、契約社員等となっている。
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パート、派遣、契約社員等の推移
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93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07（年）

（万人） その他
契約社員・嘱託
労働者派遣事業所の派遣社員
派遣・契約・嘱託・その他
アルバイト
パート

986

1,564

971

1,504
1,451

1,360
1,273

1,225
1,1731,152

1,0431,001

（資料出所）総務省統計局「労働力調査特別調査」、「労働力調査（詳細結果）」
（注）１　1993年～2001年は各年２月、2002年～2006年は年平均、2007年は１～３月平均。
　　  ２　2002年以降「派遣・契約・嘱託・その他」が「労働者派遣事業所の派遣社員」、「契約社員・嘱託」、「その他」に細分化されている。

1,633
1,677

1,726

パート、派遣、契約社員等は、1993年の986万人から2007年には1,726万人と740万人増加した。
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年齢階級別、パート、派遣、契約社員等の雇用比率

○ パート、派遣、契約社員等の雇用の動きを年齢別にみると、特に若年者（20～24歳、25～29歳）でパート、派遣、契約社員
等の比率の伸びが大きい。

10.7
11.6

13.5

18.1

21.2
20.6

19.6
20.3

17.3

14.2
15.5

19.2

22.4 22.7

20.9 21.1

31.8

22.7

21.3

23.8

26.8
27.6

26.7 26.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

92年 97年 02年

（資料出所） 総務省統計局「就業構造基本調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて特別集計。

（注）１ 「パート、派遣、契約社員等」は、「パート・アルバイト」「労働者派遣事務所の派遣社員」
「契約社員・嘱託」「その他」の合計。

２ パート、派遣、契約社員等の雇用比率は、雇用者に占めるパート、派遣、契約社員等の

雇用者の割合。在学者を除く。

(％)
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ニートの数の推移

（資料出所） 総務省統計局「労働力調査」（資料出所）総務省統計局「就業構造基本調査」労働省政策調査部で特別集計
（～1997年）、総務省統計局「労働力調査（詳細結果）」（2002年～）
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フリーター・ニートの状況

フリーターの数の推移

（注） 2002年以降の｢フリーター｣の定義は、15～34歳で、男性は卒業者、女性は
卒業者で未婚の者とし、
１ 雇用者のうち勤め先における呼称が｢パート｣又は｢アルバイト｣である者、
２ 完全失業者のうち探している仕事の形態が｢パート・アルバイト」の者、
３ 非労働力人口のうち希望する仕事の形態が「パート・アルバイト」で、家事・

通学等していない者、
の合計。

（注） ｢ニート｣の定義は、15～34歳で、非労働力人口のうち、家事も通学もしてい
ない者。
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13 12 15

17 16 18
16 17

10 10

13

18 19
20 189 9

11

17 18 19 18

18

18

0

10

20

30

40

50

60

70

1993 96 99 2002 03 04 05 06
（年）

（万人）

40 40

48
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34歳
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29歳
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24歳

15～
19歳

64 64
62

○ いわゆる「フリーター」の数は、217万人(2003年)まで増加した後、３年連続で減少しているが、25歳以上の
｢年長フリーター｣については改善に遅れ。「就職氷河期」の影響も存在。

○ いわゆる「ニート」の数は、1993年の40万人から64万人に増加して以降、同水準で推移していたが、
2006年には62万人に減少。

15



教育訓練の実施状況
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正社員

契約社員

パートタイマー

Ｏｆｆ－ＪＴ

パート、派遣、契約社員等の増加の社会的影響として、①社会全体としての人的資本の蓄積の弱化、②少子化
（晩婚化・非婚化）の加速が懸念。
① 正社員と契約社員、パートタイマー雇用者との間では、職業能力開発機会に格差がある。
② パート、派遣、契約社員等では正規従業員に比べ有配偶率も低い（若年男性）。

有配偶者の占める割合（男性　2002年）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

１５～３４歳計 １５～１９歳 ２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳

（％）

正規従業員

パート、派遣、契約社員等

（資料出所）総務省統計局「就業構造基本調査」を労働政策担当参事官室にて特別集計。

（注）１ 在学者を除く。

２ 「パート、派遣、契約社員等」は、「パート・アルバイト」「労働者派遣事務所の

派遣社員」「契約社員・嘱託」「その他」の合計。

（資料出所）労働政策研究・研修機構「多様化する就業形態の下での人事

戦略と労働者の意識に関する調査」（平成18年７月）のデータを

基に労働政策担当参事官室にて集計。

パート、派遣、契約社員等の増加の社会的影響

16



2.6

5.5
7.2

19.7

17.5

8.6

2.4

0.4 0.1

3.9

8.2
9.7

2.7

0.4 0.1

23.5

12.1

8.5

20.7

15.1

17.9

11.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

50万円未満 50～99万円 100～149万円 150～199万円 200～249万円 250～299万円 300～399万円 400～499万円 500～699万円 700～999万円 1000万円以上
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1992年
2002年

20歳台の収入階級別雇用者割合をみると、150万円未満の低収入の者の割合が増加するとともに、

500万円以上の高収入の者の割合も増加しており、収入格差の拡大の動きがみられる。

収入階級別雇用者割合（20歳台）

（資料出所） 総務省統計局「就業構造基本調査」

若年層における収入格差の動向
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正社員・正職員

正社員・正職員以外

（資料出所）　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（2006年）
（注）　所定内給与についてみている。
（出典）　厚生労働省「労働経済の分析（平成19年版）」

男　性 女　性

(勤続年数)

正社員・正職員以外

正社員・正職員

雇用形態・勤続年数別賃金カーブ

　正社員・正職員以外の者は、男女とも勤続年数が長くなるにつれ、正社員・正職員との賃金の
格差が広がっている。
　また、男女間でみても賃金カーブの傾斜に違いが見られる。

(勤続年数)
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労働時間の二極化

平成５年 平成１８年 差

９２９万人 １２０５万人

２２．５％

３５５３万人

６６．４％

５８０万人

１０．８％

５３５３万人

週３５時間未満の者 ＋２７６万人

１８．２％ ＋４．３ポイント

３６２５万人 ▲７２万人

７１．１％ ▲４．７ポイント

５４０万人 ＋４０万人

１０．６％ ＋０．２ポイント

合 計 ５０９９万人 ＋２５４万人

週６０時間以上の者

週３５時間以上

週６０時間未満の者

３０代男性で週労働時間６０時間以上の者

２１．７％

１８８万人

平成１８年

＋１．４ポイント２０．３％

＋４６万人１５３万人週６０時間以上の者

差平成５年

（資料出所） 総務省統計局「労働力調査」

（注） 上の表は雇用者についてのもの。ただし、「３０代男性で週労働時間６０時間以上の者」については、統計上の制約から、

雇用者のみの数値が得られないため、下の表は雇用者だけでなく自営業主と家族従業者を含んだ就業者数により作成。

週の労働時間が「３５時間未満の者」及び「６０時間以上の者」の全体に占める割合がともに
増加する一方、「３５時間以上６０時間未満の者」の割合が減少し、「労働時間分布の長短二極化」が
みられ、特に、３０代の男性で週の労働時間が６０時間以上の者の割合が高い。
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長時間労働者の割合の高止まり

週60時間以上働く30歳代男性（子育て世代）の割合

21.723.423.823.720.520.3

0.0

20.0

40.0

1993 98 2003 04 05 06

（％）

週60時間以上働く者

≒ 月87時間以上の時間外労働を

している者

（資料出所）総務省統計局「労働力調査」

（注）非農林業従業者に占める、週労働時間60時間以上の従業者の割合

（年）

子育て世代の男性の約５分の１が週60時間以上の長時間労働を行っている。

20



我が国で就労する外国人労働者数の推移

身分に基づき在留する者 （定住者、永住者等）（主に日系人） 約21万人 → 約36万人

専門的・技術的分野 約8．8万人 → 約18万人（注）

（内訳）

（注） その範囲は、「産業及び国民生活に与える影響」を総合的に勘案して個々の職種毎に決定。各在留資格
に定められた範囲で報酬を受ける活動が可能。
→ 「高度な専門的な職業」、「大卒ホワイトカラー、技術者」、「外国人特有又は特殊な能力等を活かした
職業」に大別される。

特定活動 （技能実習生等） 約0．6万人 → 約8．5万人

資格外活動 （留学生のアルバイト等） 約3．2万人 → 約10万人

平成７年 ： 約28万人 → 平成17年 ： 約19万人

（参考） 不法残留者数の推移 ※ このうち多数が不法就労を行っていると考えられる。

平成７年 ： 約33．6万人 → 平成17年 ： 約72．5万人

合法的就労者数

（資料出所） 法務省入国管理局

３ その他の社会の変化
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男性雇用者と無業の妻からなる世帯

雇用者の共働き世帯

（資料出所） 1980年から2001年は総務省「労働力調査特別調査」（各年2月、ただし、1980年から1982年は各年3月）、
2002年以降は「労働力調査（詳細結果）」（年平均）より作成。

（注）１ 「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。
２ 「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。
３ 1985年以降は「夫婦のみの世帯」、「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦と子供から成る世帯」及び「夫婦、子供と親からなる世帯」のみの世帯数。

４ 「労働力調査特別調査」と「労働力調査（詳細結果）」とでは、調査方法、調査月などが相違することから、時系列比較には注意を要する。
（出典）男女共同参画会議「「ワーク・ライフ・バランス」推進の基本的方向報告 参考図表」

男性雇用者と無業の妻からなる世帯は減少傾向、雇用者の共働き世帯は増加傾向にあり、
1997年以降は共働き世帯の方が多くなっている。

（万世帯）

共働き等世帯数の推移
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夫婦出生児数の推移（妻の年齢別）

○　年齢別未婚率の推移では、男女共に25-29歳、30-34歳の年齢層において急激に上昇している。
○　夫婦の出生児数の推移では、妻の年齢25-29歳、30-34歳、35-39歳では減少傾向で推移する一方、40-44歳
　はほぼ横ばい、20-24歳は2002年に0.17人増加している。

（資料出所）　総務省統計局「国勢調査」、2005年は同「国勢調査抽出速報」 （資料出所）　国立社会保障・人口問題研究所「出産力調査」、「出生動向基本調査」

（出典）厚生労働省「厚生労働白書（平成18年版）」 （出典）厚生労働省「厚生労働白書（平成18年版）」
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（資料出所）ＮＨＫ放送文化研究所「「日本人の意識」調査」
（注） 各項目の内容は以下のとおり。

「仕事志向」 ：「仕事に生きがいを求めて全力を傾ける」「余暇も時には楽しむが、仕事のほうに力を注ぐ」
「仕事・余暇両立」 ：「仕事にも余暇にも、同じぐらい力を入れる」
「余暇志向」 ：「仕事よりも余暇の中に生きがいを求める」「仕事はさっさと片づけて、できるだけ余暇を楽しむ」

（出典） 厚生労働省「労働経済の分析（平成16年版）」

25.5

24.9

27.9

34.2

25.625.8

39.0
43.443.9

31.2

20.9

37.5

35.135.3

32.4
32.1 29.4

31.1

34.0

36.1
37.1

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

1973 78 83 88 93 98 2003 (年)

(％)

仕事志向 仕事・余暇両立 余暇志向

仕事と余暇のどちらに生きがいを求めるか

　 仕事志向は減少傾向にあり、余暇志向は上昇傾向にあったが2003年はわずかに低下。
仕事・余暇両立は上昇傾向にある。
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項 目 利 点 欠 点

経済全体
の視点

○ 雇用の変動を小さくし、経

済全体の安定をもたらす。

○ 失業給付負担を抑制。

○ 産業構造変化を阻害する

おそれ。

企業の

視点

○ 長期的な視点に立った能

力開発と能力評価。

○ 従業員間や労使間の協

調的・信頼的関係の醸成。

○ 情報の共有による効率化。

○ 企業に対する帰属意識、

モラールの向上。

○ 環境変化に迅速に対応し

た企業経営や事業転換を

阻害するおそれ。

○ 年功賃金体系のままの

場合、高齢化により、賃金

コストが増大。

労働者

の視点

○ 雇用の確保による生活基

盤の安定。

○ 生涯設計の立てやすさ。

○ 能力が企業内に特化する

ため、転職や失業後の再

就職に不利。

○ 長時間労働や会社中心

主義の一因。

○ 長期雇用システムの外に

置かれやすい女性･高齢

者にとって不利。

長期雇用はでき
るだけ多くの従
業員を対象にし
て維持する

長期雇用は対象
者を限定して維
持する

長期雇用は経営
の優先的課題で
はない

企業規模計 69.4 21.3 8.7 

300人未満 67.0 24.6 8.5 

300～499人 71.8 18.9 9.3 

500～999人 70.6 20.2 9.2 

1,000人以上 73.2 20.1 6.7 

87.8

96.1

60.0

33.5

48.3

11.2

3.2

38.6

65.5

51.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

就業形態

長期雇用慣行

採用

昇進制度

賃金制度

どちらかというと年齢や勤続年数を重視 どちらかというと成果重視

どちらかというと新卒採用重視 どちらかというと中途採用重視

どちらかというと長期雇用が前提

どちらかというと転職が活発であることが前提

どちらかというと正規従業員の活用重視

どちらかというと非正規従業員の活用重視

無回答

無回答

無回答

長期雇用慣行の利点と欠点

長期雇用についての考え方

（資料出所） 「労働経済の分析（平成11年版）」

29.2 52.0 14.8 4.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

今後も長期雇用労働者を中心にする

長期雇用労働者中心だが、パート・派遣等の比率を
拡大する

長期雇用労働者は中核業務のみとする

その他

今後の雇用形態の組み合わせ

（資料出所） (社)日本経済団体連合会
「2004年春季労使交渉に関するトップ・マネジメントのアンケート調査」

（％）

現在の人事制度

（％）

（資料出所） (独)労働政策研究・研修機構
「人口減少社会における人事戦略と職業意識に関する調査」（2004年）

長期雇用についての企業の方針 （％）

（資料出所） (独)労働政策研究・研修機構
「企業の経営戦略と人事処遇制度等に関する総合的分析」(2006年）25


